
2024.2.29給湯省エネ2024事業

【補足資料】 撤去工事 分離発注工事証明書（兼申請書） 記入の仕方

「撤去工事 分離発注工事証明書（兼申請書）」は、加算対象となる撤去工事を行った事業者が工事内容を証明し、

工事発注者が給湯器設置工事を行う事業者（給湯省エネ事業者）に、まとめて交付申請の手続きと補助金の受領を依頼するための書類です。

撤去工事を行った事業者が

記入および押印してください。
●個人事業主の場合は個人印を押印。

撤去工事の工事発注者が

記入および押印してください。
●自署または押印が必須です。

撤去事業者 が記入

◆本証明書を提出する事業者名*を記入してください。

（工事発注者に確認してください）

撤去事業者 が記入

◆本証明書を発行した日を記入してください。

撤去事業者 が記入

◆すべての項目について記入してください。

◆［代表者氏名］は、工事請負契約の当事者を

記入してください。

◆社印を押印してください。

（個人事業主の場合は個人印を押印）

◆［住宅所在地］は、郵便番号、共同住宅等の建物名、

部屋番号まで必ず記入してください。

撤去事業者 が記入

◆該当する工事にチェックし、台数を記入してください。

◆交付申請の予約時から交付申請時点で台数が、

変更になった場合でも、本状の再提出は不要です。

（撤去した台数分の証憑書類を提出してください）

撤去事業者 が記入

◆すべての項目について記入してください。

◆交付申請の予約時の予定日から、実際の着工日、

引渡日が変更になった場合でも、本事業の

補助対象期間内の日付であれば本状の

再提出は不要です。

撤去事業者 が記入

◆提出する書類すべてにチェックをいれてください。

工事発注者 が記入

◆上記内容を確認し宣誓した日を記入してください。

◆氏名を自署もしくは押印してください。

交付申請（予約を含む）には、本状と併せて撤去工事の工事請負契約書や撤去写真等が必要になります。

交付申請の手引き等を確認し、ご準備ください。

＊同じ事業者に設置工事と撤去工事を

分けて発注する場合は、分離発注に

あたりません。

本状の提出は不要ですので、通常の

交付申請等の手続きを行ってください。

*給湯器設置工事を行う事業者


